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課題名  Ｓ－２陸域生態系の活用・保全による温室効果ガスシンク・ソース制御技術の開発

３： 農林業生態系を対象とした温室効果ガス吸収排出制御技術の開発と評価 

３ｂ. 東南アジア山岳地帯における移動耕作生態系管理法と炭素蓄積機能の改善に

関する研究 

課題代表者名 井上 吉雄（独立行政法人農業環境技術研究所生態系計測研究領域） 

 

研究期間 平成15－19年度 合計予算額 

  

 

  64,296千円（うち19年度 11,270千円） 

＊上記の合計予算額には、間接経費14,837千円を含

む。 

研究体制 

（１）リモートセンシング等による移動耕作生態系の変動と立地環境の解明 

１）リモートセンシング等による移動耕作生態系の動態解明（独立行政法人農業環境技術研究所）

２）気象資源の広域的分布特性および生態系動態との関係解明（国際交流研究：農業環境技術研 

究所） 

３）ラオス焼畑生態系における代替的土地利用・作付けシステムの社会経済的受容性に関する研究

（国際交流研究：農業環境技術研究所） 

（２）移動耕作生態系のシンク機能増強のための資源循環的輪作システムの開発・導入に関する検討

（国立大学法人京都大学） 

（３）生態系管理法の変更に伴う土地被覆変化モデルの構築と炭素収支への影響評価（独立行政法人

森林総合研究所） 

I. テーマ３ｂの全体構成 

本研究は、途上国における生態系と土地資源の劣化が食糧の安全保障とカプリングした状況下での

環境問題に直接コミットすることを目指した研究である。すなわち、重要な問題生態系のひとつであ

る焼畑生態系を研究対象として、食糧生産力と農業の収益性を改善しつつ、同時に当該地域の生態系

の炭素ストックを増強

するための土地利用・生

態系管理技術を提示す

ることを目的とした。 

そのため、研究の構成

は大きく、①生態系の炭

素ストックの実態を広

域的に把握するための

科学的基礎固めと、②生

態系の炭素ストックと

食糧生産力を両立させ

るための技術オプショ

ンの検討・評価からな

る。 

そして、①は(1)衛星

リモートセンシング等

空間情報技術を駆使し

た土地利用や群落齢別

面積実態の長期的・広域

的解明、(2)土壌炭素ス

トックの実態解明、(3)

休閑群落の炭素ストッ

クの実態解明から構成

した。一方、②について

は、(1)イネの新品種、

地力維持作物、換金性作

物の導入効果の実験的

検討、および(2)社会経

済的受容性の検討、から

それぞれ構成した。  図1. 本研究のフレームワーク 
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図1に示したように、全サブ課題が一体的に連携して研究を進めたことが、科学的知見の創出にお

いても、導入技術オプションの策定と評価においても、きわめて効果的に作用し、結果として学術的

新規性が高くかつ国際的な事業機関に関心をよぶ成果につながったと考えられる。 

 

Ⅱ.本研究により得られた科学的成果 

（１）焼畑地の土壌中炭素ならびに焼畑休閑地のバイオマス、枯死木、リターの炭素蓄積量について

の実測データを計測し、それに基づいて土壌中ならびに休閑群落の炭素ストックを休閑年数（群

落齢）の関数として表現するモデルを構築した。焼畑生態系という特殊な条件を対象にした系統

的な調査は本研究がはじめてである。 

（２）衛星画像解析により焼畑地面積や群落齢別面積率を定量化し、現地調査に基づいた土壌および

休閑群落の炭素ストック評価モデルと総合して、生態系炭素ストックの動態を広域的に定量評価

するスキームは、現時点では も現実的かつ堅牢性の高いアプローチと考えられる。このような

アプローチを問題生態系に適用して、地域スケールの生態系炭素ストックを科学的に定量評価し

た世界ではじめての知見といえる。これらの手法ならびに結果は、国際誌等に公表し高い関心を

呼んでいる。 

（３）本研究では生態系炭素ストックの広域評価に必要な衛星画像・空中写真・地形図・気象資源等

空間データを収集・GISとして構築した。当該地域における地球科学的研究で多方面に活用でき

る。また、焼畑生態系における主要な地表面構成要素の分光反射特性を明らかにするとともに、

それらの判別に有用な新たな分光反射指数を提示した。これらの手法的研究成果は、有数の国際

学術誌等に掲載されており、地球観測衛星画像を活用した各種生態系の解析や火災後の植生再生

過程の解析等に、特に有用な汎用的知見としてはば広く活用される。 

（４）焼畑条件での陸稲収量に対する土壌肥沃度(休閑年数)×陸稲品種相互作用を解明し、改良品種

の低肥沃度条件下での高収量を確認した。この成果は焼畑等生産性が劣る条件下で高収量を得る

ための品種特性の解明に大きく寄与する貴重な知見である。 

（５）熱帯林の優占種の一つでありながらバイオマスデータが乏しかった熱帯竹類について、バイオ

マス計測手法とバイオマス推定の式・係数を作成し公表した。熱帯竹林の生態系炭素吸収量の推

定結果を公表した（熱帯竹林の初例）。 

（６）焼畑農地における炭素蓄積機能と林産物生産機能の休閑期間に対する変化が同調的であること

をはじめて明らかにした。これは非木材林産物や生物多様性の動態に関する貴重な知見を提供す

る。 

（７）焼畑地帯における人口増加と食糧・資源問題、さらには環境影響問題の相互関係の構造を社会

科学的に分析した結果は、今後、途上国における地球環境問題の社会経済的側面からの研究に有

用な情報を提供するものである。 

（８）ENSOの地域降水量に対する影響、ならびに地域降水量の稲生産性に対する影響等メソスケール

の気象因子の焼畑生態系に対する影響をはじめて明確にした。 

 

Ⅲ.成果の地球環境政策への貢献 

（１）本研究は途上国における生態系と土地資源の劣化が食糧安全保障とカプリングした状況での炭

素削減問題に直接コミットした研究であり、近年のREDD等の動向に対する先駆的な研究として位

置づけられる。ラオス北部をはじめ山岳東南アジアでは、生態系炭素ストックの増強は、森林資

源および食糧の持続的生産と同義的な関係にあるため、本研究で検討した食糧生産性を増強する

作付システムを含むシナリオは、現地住民の福祉に貢献する形で地球環境保全にも寄与する道を

示したといえる。 

（２）本研究で構築した衛星データと地上での調査データを統合する土地利用・生態系炭素ストック

の評価スキームは、IPCCのガイドラインで提示されている 高水準の精度を達成するための

Tier3に相当するもので、これまでデータの乏しかった途上国や山岳地域における土地利用・生

態系炭素ストックの評価法や広域的なモニタリング手法として有用である。公表論文に対して、

すでにGTZなど国際的な開発支援機関が高い関心を示しており、持続的開発プロジェクトの基礎

等として活用されるものと考えられる。今後さらに関連学術誌や内外のシンポジウム等で公表し

ていく予定である。 

（３）本研究で得られた各陸稲品種の土壌肥沃度への適応性に関する情報は、品種普及活動に際して、

農民による適切な品種選択に大きく役立つ。実際に、いくつかの品種はNAFReC付近の農家に採用

されている。また、本研究で提案した新規な土地利用・作付システムは生態系炭素ストック増強

策として、CDM事業のオプションのひとつとなる可能性がある。 

（４）竹はアジアを中心に熱帯林の優占種の一つであるが、バイオマスデータはごく乏しくLULUCF-

GPGにもデフォルト値は示されていない。本研究で開発した地下部を含むバイオマス調査手法や、バ

イオマス推定式･係数はラオスだけでなく、中国やインドシナの他の地域など竹資源の多い国にとっ
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て貴重な情報となる。インドネシア林業省がホームページで公開を予定しているCDM植林支援データ

ベースに収録し、CDM植林の推進等に貢献した。 

以上のように、本研究は途上国における生態系と土地資源の劣化が食糧安全保障とカプリングした

状況での炭素削減問題に直接コミットした研究であり、学術的な水準が高いだけでなく、近年のREDD

等の動向に対する先駆的な研究と位置づけられ、今後の展開が期待される。 

 

Ⅳ.研究概要 

１．序（研究背景等） 

山岳地帯の焼畑による移動耕作は、本来、急傾斜の土地状況におけるひとつの自然発生的な農業形

態であり、山岳の恵みに対する敬意と自然共生的な価値観とあいまって古来より行われてきた山地の

生態均衡的な農業的土地利用であった。しかし近年、山岳東南アジアでは焼畑面積と利用圧の拡大が

顕著になり、自然資源の劣化が急速に進みつつある。それは土壌の流亡、肥沃度の低下など食糧生産

性の問題だけでなく、CO2の放出と炭素蓄積機能の低下を介して温暖化などメソスケールの気候変化に

も少なからぬ影響を与えることが懸念されている。 

したがって、フードセキュリティとともに地球環境的視点からもこれを改善することが期待されて

いる。すなわち、焼畑生態系における食糧生産力と農業の収益性を改善しつつ、同時に当該地域の生

態系のCO2吸収能を高めるための生態系管理技術を確立することが重要な課題となっている。しかし、

山岳東南アジアにおける基礎データはいまだ希少であり、特にこれらを同時に考慮した研究は見当た

らない。そのため、土地利用変化の実態や焼畑地・休閑地の炭素収支要素の基礎データを集積するこ

とによって生態系の炭素動態を解明すること、ならびにそれらに基づいて生態系の炭素固定機能と食

糧生産力を増進するための土地利用・作付システムを考案することが求められている。 

 

２．研究目的 

貧困問題と地球環境問題が不可分な状況になっているラオス北部山岳地帯（図2）の焼畑生態系に

着目し、①広域的かつ正確な実態観測に基づいた土地利用およびバイオマス等基礎諸量の動態解明、

②食糧生産性が高く生態系スケールでの炭素固定シンクを増強する持続的な土地利用・作付体系の考

案と検証、ならびに、③それを導入した場合の生態系スケールの炭素動態の評価を行い、これらを通

して、生態系炭素固定容量の増強と食糧生産・資源保全に資する技術オプションを提示することを目

的とする。以上により、焼畑生態系を地球科学的な観点で定量評価し、現在、温暖化防止政策に関し

て も不確実性の高いとされている「土地利用変化および森林変化（LULUCF）」の問題に対して不足

している科学的情報を提供するとともに、焼畑面積の増大・森林破壊・生産性の低減化の悪循環の改

善に資する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2. 研究対象域：焼畑移動耕作が

遍在しているラオス北部山岳地

帯に150kmx150kmの領域を設定し

た.図破線矩形は衛星ランドサッ

トのR46/P129の範囲. 
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３．研究の方法と結果 

 焼畑生態系における土壌炭素、休閑バイオマス、土地利用等炭素動態に関する基本諸量の測定を進

めデータを充実させるとともに、これらを総合化して生態系スケールにおける炭素固定容量の広域的

評価を行った。また、生態系炭素ストックを増強する土地利用・作付システムの技術要素とシステム

化のための実験を進めるとともに、現地への導入・普及に関する社会的受容性を分析し、代替シナリ

オの構成要素ならびに成立条件等に見通しをつけた。 

 

（１）焼畑地における土壌炭素動態の解明 

焼畑栽培での稲作付け期および休閑期における炭素収支構成要素の測定により、土壌炭素ストック

の経年変化の解明を進めた。Luang Prabang県内の3年生および10年生休閑地において、火入れ前後の

炭素動態を測定した結果、火入れ前の全植生炭素ストックは8.5 tC/ha（3年休閑区）および45.3tC/ha

（10年休閑区）、火入れ後のそれはそれぞれ0.09 tC/ha（火入れ前の1％）および5.50 tC/ha（同12％）

となり、火入れにより炭素ストックの大部分がCO2として放出されていることを明らかにした。 

また、焼畑作付地と休閑経過年数（1～20年目）の異なる11地点の土壌呼吸量は、年間12.5～21.3 

tC/ha/yrと推定され、作付中に も小さく休閑年数の経過とともに増加した。この変化は主に植物体

地下部重の増加に起因していた。地上部バイオマスの系年増加量、リター・枯死根の発生量と土壌腐

食への分配率などを考慮して試算した土壌炭素含量（SOC）の時系列変化から、火入れ後SOCがもとの

水準に戻るには11年間の休閑が必要と推定した。 

 

（２）食糧生産性の改善と炭素固定に寄与する作付システムの開発 

農家圃場のイネ生産性は休閑年数の減少に伴って低下し、試験場の収量は作付期間中の降水量と正

の相関を示した。イネ収量に対する各種肥料要素の施用効果のうち、窒素の施用効果が顕著であった。

休閑が短いほど雑草が多くなり年間労働投入の半分以上が除草に当てられていた。これらより、ラオ

ス北部焼畑地帯のイネ生産が、降雨量、休閑年数、土壌窒素供給および雑草害による強い制約を受け

ている実態が明らかになった。 

また、現地圃場試験により、近年の改良陸稲品種は在来品種に比べて明らかに高い収量を上げるこ

とを明らかにした。各種有用植物の収益性、被覆作物・緑肥としての有用性を検討し、ペーパーマル

ベリーおよびスタイロの休閑時導入が有望であることをみとめた。それらに基づいて、在来品種の1

年作付けと3年の休閑を繰返す現在の慣行作付体系に対して、改良品種を導入し、イネを2年連作にす

るともに休閑期間を延長し、冬季にスタイロ、休閑初期にペーパーマルベリーを導入し、作付面積率

を減らすとともに休閑期間をさらに8年まで延長する体系を考案した。この作付システムにより、米

の増産と換金作物による収入が見込まれ、土壌肥沃度に影響するSOCの収支が現行よりも明らかに改

善されると試算した。 

 

（３）休閑植生の炭素ストック動態の解明 

焼畑休閑地の植物群落に設けた固定試験地で、バイオマスと枯死立木竹の定期調査を継続した。群

落バイオマスは休閑年数とともに増加し、 後の収穫から15年を経過した時点で約100Mg ha-1に達し

た。休閑期間を延長したときに期待される休閑期間平均のバイオマス、枯死木、リターの3炭素プー

ルの炭素蓄積量合計を予測する式を作成

し、休閑期間の延長の効果を評価したとこ

ろ、休閑期間の2年から5年への延長は休閑

期間を通した炭素蓄積量合計の平均値を

14.2から25.1 Mg C ha-1 に増やすと予測さ

れた（図3）。また、この期間延長により、

休閑林の木材や非木材林産物（NTFPs)生産

の機能は増加すると考えられた。住民の林

産物利用を通した休閑林からの炭素持ち出

し量を推定するため、燃材採取、製炭、住

宅建築について予備調査を行い、燃材採取

量と焼畑造成による焼失バイオマス量の合

計を推定する式を作成した。休閑後の年数、

標高、休閑地放牧の有無を説明変数とする

休閑地の炭素蓄積予測モデルを作成した。

炭素蓄積の増加は低地で遅く、山地では速

い傾向があることがわかった。 
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図3.  後の収穫後の年数と群落炭素蓄積量（バイ

オマス、枯死木、リター）合計との関係. ■:

バイオマス炭素蓄積量、 -: 枯死木炭素蓄積

量、 □:リター炭素蓄積量、 ×: 合計 
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（４）生態系スケールにおける土地利用と炭素動態の評価 

衛星データの解析による土地利用と群落齢

の解析結果を、群落齢を介して、土壌および

休閑群落の炭素モデルを結合する解析スキー

ム（図4）により、土地利用・炭素シンク/ソ

ース容量の広域・長期の変化実態を解明し、

代替管理法の改善効果を評価・予測した。 

高解像度衛星ならびに長期観測衛星画像に

基づいて焼畑地面積の精細な分布と時系列変

化を明らかにした。焼畑面積は90年代以降年

率2～5%程度で急速に増加し、2003年には多く

の地域で約8～13%に達していた。（図5）また、

休閑バイオマスの評価に重要な群落齢（休閑

年数）の広域的な面積分布を明らかにし、短

期休閑地が顕著に増加していること、休閑10

年以内が約60%を占めること等を定量的に把

握した。 

さらに、2003～2004年時点の焼畑-休閑年数

の面積比率の実態に基づいて、サブ課題(2)

および(3)で得られた土壌炭素・休閑群落炭素

の調査結果を総合化し、地域スケールの炭素

ストックを算出した（図6）。生態系炭素スト

ックの長期／地域平均値は作付開始直前に対

して約6.0 tC ha-1 yr-1であった。現状の短期

休閑を、課題(2)で検討している2年作付+10

年休閑の作付システム主体の土地利用シナリ

オに移行した場合、生態系炭素ストックは約

20.7 tC ha-1 yr-1程度に増強されると推定し

た。また、この土地利用シナリオの改変にか

かる費用、イネの生産性、換金作物による収

益性、労働生産性の変化を地域スケールで総

合的に試算し、14.8tC ha-1 yr-1程度の炭素

ストック増を地域総収益増と両立させ得る

可能性を示した。さらに、自然立地条件から

類似シナリオを適用できる潜在面積はラオ

ス北部に限定しても2万km2以上広がってい

ると推計した。 

 

（５）代替的作付システム・土地利用体系の

導入のための社会経済的受容性の検討 

生態系炭素ストックの増強ポテンシャル

に 着 目 して 検 討 が進 め て いる 作 付 シス テ

ム・土地利用シナリオに関して、それらの重

要な要素である主要な導入作物の市場的・社

会的受容性を広範な現地調査および関連情

報・データの収集に基づいて分析した。カジ

ノキ（Paper mulberry）は生長が速く土着の

ため栽培も容易で、樹皮から生産される紙原

料は良質で十分な国際市場が存在し、新規体系の中に組込む意義は大きい。地域市場システムを充実

させることが当面の課題である。イネの改良品種（Improved rice）の導入は食糧生産性の改善と生

態系保全のための新規作付システムの鍵となる重要な要素である。ただし、高い生産性を支えるため

地力増強と雑草抑制効果のあるキマメ（Pigeon pea）とスタイロ（Stylosanthes guianensis）を間

混作に効果的に組入れるなどの手立てが必要となる。なお、これらの種苗は自給できる可能性が高い

が、イネ新品種についての情報はまだ乏しく、今後の普及啓蒙活動の必要性が高い。 

 

４．考察 

本研究の主要なポイントは、Ⓐ焼畑利用における炭素シンク容量・食糧生産性・収益性等の面から
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みた作付システムの比較検討、Ⓑ 休閑地の植生回復過程における休閑バイオマスの評価、および、

Ⓒ焼畑土地利用の長期的・広域的な実態解明ならびにⒶⒷを総合化した土地利用・炭素シンク/ソー

ス容量の推定である。 

研究対象としている地帯では、主として焼畑‐休閑のサイクルと面積が生態系スケールの炭素収支

を大きく決定していることから、まず、焼畑面積と休閑期間の実態を明らかにし、休閑年数（休閑群

落齢）をベースに土壌・植生の炭素プールを半経験モデル等によって定量化し、長期的にみて生態系

炭素ストックを増強できる土地利用・作付システムのあり方を評価するアプローチをとっている。地

形が複雑でかつ傾斜地が多いこと、休閑地は多数の植物種からなる混成群落であること、バイオマス

等の実測データを取得する地点に制約があることなどから、 も現実的かつ堅牢性の高いアプローチ

と考えている。 

これまでに得られた結果によって、休閑期間の短縮と焼畑地面積は過去10年に確実に増加している

ことが定量的に検証された。これまで聞き取り調査等により断片的・定性的にしかとらえられていな

かった実態を、定量的空間的にとらえたことの意義は大きい。また、広範なデータの統合化に基づい

て、はじめて当該地域における生態系炭素ストックの広域的・定量的評価に道を拓いた学術的意義も

高いと考えられる。 

研究期間中、高解像度衛星画像の取得に対応して精査域を中心に地上踏査を進め、その際、村落で

の聞取調査もあわせて行ってきた。それによると、部族(Ethnic Group)や個々の村落の来歴等によっ

て変異はあるものの、人口増加は年率3％程度と依然高い水準で続いており、かつ政府による土地利

用規制のもと、短期休閑面積の増加および休閑期間の短期化に伴う稲収量の減少・雑草害増加がいず

れの集落においても深刻化していた。収量低下・雑草繁茂・労働生産性の低下の進行は不可避と考え

られる証拠も豊富である。村落によっては、すでに土地の疲弊が原因で農業生産と食糧の自給をあき

らめざるを得ない状況がみられ、多くの村落においてそれは時間の問題であると考えられた。これに

呼応するかのように他国資本によるゴムプランテーションの進出し年々急激に拡大している。しか

し、ゴムプランテーションの開設はアクセスがよく優良な土地において選択的に行われており、焼畑

地の自然立地条件とその遍在性からみて焼畑地の大部分は存続するものと考えられる。 

一方、食糧生産をあきらめず増加する人口を扶養するため、やむなく超法規的に土地利用規制を破

って長期休閑地をあらたに短期休閑地に加えるという選択も随所に見られた。衛星データの解析によ

る焼畑面積率の推移から増加率には近年頭打ち傾向が認められたが、ラオス北部山岳地帯のきわめて

広範な地域において、焼畑は今後とも多くの部族・地域において主要な食糧生産土地利用体系として

続けられることは間違いない。 

したがって、食糧・資源の生産性を増強し、かつ生態系としての持続性を維持向上させるための戦

略とそのために必要なシナリオと技術開発が不可欠な状態といえる。休閑期間の長期化とイネの収量

性と持続性を可能にする土地利用・作付システムの開発と普及は、重要な現実的方策のひとつである

と考えられる。 

本課題で検討しているイネ品種・作付システムには、現地政府機関なども高い関心を寄せており、
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本年度の結果はその実現を支ええるものとなっている。対象域でのコメ充足率は低く、現地の主要な

関心事は食糧確保である。しかし、本年度の結果は、休閑期間が非木材林産物の豊富さとも関係して

いることを示唆しており、炭素固定機能改善効果、森林資源涵養効果とセットになった形で現地住民

と広域環境の保全に貢献する効果が見込まれる。 

 土地利用・生態系管理方式の改変によるアプローチは、単位面積あたりの炭素シンク増強効果は比

較的希薄なものであるが、山岳東南アジアには同様な焼畑生態系が大きく広がっていることから、同

様なアプローチによる炭素固定効果は少なくないと考えられる。本アプローチは山岳地帯における焼

畑の必然性を一定踏まえ、かつ現地住民にとって切実な稲の生産を機軸においたもので、特別なイン

フラや投資を必要とせず、既存の農業技術普及体制にマッチするものである。 

コストの試算結果からは、炭素固定に伴う収益を加えずとも、地域スケールでの増収・増益が示唆

されており、食糧確保・森林資源涵養と環境保全・炭素固定・収益性を同時に実現できる可能性があ

る。本研究成果には、海外の国際開発支援機関等が高い関心を示しており、今後さらに実用化や普及

を担う現地農業関係機関・海外援助機関等との協力関係のもと、有望な技術オプションのモデルをで

きるだけ多様な形で提示することが重要になると考えられる。 

本研究は途上国における生態系と土地資源の劣化が食糧安全保障とカプリングした状況での炭素

削減問題に直接コミットした研究であり、学術的な水準が高いだけでなく、近年のREDD等の動向に対

する先駆的な研究と位置づけられ、今後の展開が期待される。 
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